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目的別テーマ:繊経事業に関する研究

1 6年度研究テーマ

15-7-15および15十16 :繊他藩性事業と日本の織経産業および先進ファイバー事業を経

営する会社の経営問題
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研究目的

日本の繊維関連会社の事業の傾向を概観し､産業としては成長力を失った分野といわれるも､いま､あえ

て高収益事業があるとすれば､それはいかなるものかを探る｡

1 :既往のいくつかの公的繊維産業向け施策の会社経営の及衝｢影響

2 :いくつかの繊維関連会社の経営成績ならびに財政状態の推移｡

3 :繊維関連会社が手がける先端事業分野の傾向｡

15年度の研究で､繊維関連会社の｢販売費および一般管理費(以下販管費)｣に着目する｡ ｢繊維関連事業

の不振は大規模企業固有の非効率性に依拠する問題が相当のウエイトを占めるはずだ｣という仮説を設定した｡

16年度も引き続きこの仮説の検証を維持する｡すなわち､この仮説が正しいとすれば､単純に事業の高付加

価値化を促しても､それはないモノねだりの可能性があるということである｡なお､高付加価値化に関しては､

｢ブランド｣という視点を設定し､ラクジュアリブランド1uxury brand経営の考察を加えた｡

一年間の研究内容と成果

1 :競争という点から､たとえば1975年当時の構造不況業種施策の効果を吟味する｡

7 5年は当時戦後最大の不況といわれた｢昭和5 0年不況｣であった｡終戦後2 5年経過した時点で､高

度成長はひと段階区切りをつけ､素材産業は阻立加工産業に安価･高品質な素材を必要なだけ供給する機能を

担っていたが､製造業の中心は､素材から組立加工にシフトしていた｡安価･高品質･必要量の素材供給とい

う要請に応えるには､最新鋭･大型設備のフル稼働という経営戦略が不可避で､時の産業政策はそれを支援し

てきた｡産業組織論は組立加工が必要とする素材の量はおおむね予測した｡典型的なProduct Outではある

が､壮大なMarket lnに裏づけられていた｡このように産業政策は素材メーカーの経営戦略を兼ねた｡

- ･この構造不況業種(Stmcturally Troubled lndustrles)は､石油精製,鉄鋼(高炉)の2業種を除い

て､アルミ精錬,石油化学,パルプ･紙,セメント,鉄鋼(平電炉),合成勘唯などである｡製品価格上昇率よりコ

スト上昇率が概して高い｡過剰生産能力の下では低稼働率にあえぐ平電炉,アルミ精錬,石油化学などで固定費

負担によるコスト上昇圧力が大きく働いている｡アルミ精錬,合成繊維のように稼働率を48年度水準に引き上
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げても,依然コスト割れ状態にあるとみられるものもあり,大幅に上昇した投入原燃料をその後の生産性向上

と価格引上げ等で十分吸収しきれないものもある(昭和52年ヰ次経済報告･安定成長-の適応を進める日

本経済･昭和52年8月9日･経済企画庁)｡

ここで採用された政策は｢特定不況産業安定臨時措置法｣昭和5 3年法律第4 4号　　(一部改正昭

和5 8年法律第5 3号)である｡オイルショックによる低働率-過剰設備が､景気循環では救いがたい規模で

構瀞ヒしたゆえに､カルテルを可とする政策であった｡これがその後の企業経営にどのような影響をもたらし

のか)この政策の正当性とあわせて吟味されなければならない｡おそらくは官僚制の逆機能すなわち根拠なき

販売費一般管理費の増大-の契機になったであろう｡あたらめてかかる仮説を提起し､次年度以降につなげる｡

2および3　2 ‥繊維関連会社をいくつかに分類し､各々について典型例となる会社の有価証券報告書からそ

の将数を言及する｡および3 :前掲2の延長で､先端事業を手がける会社を評価するoこれは次年度以降に引

き継ぐ｡

4 :繊維関連事業分野にたとえ闇先高を期待できるような有望会社があるか否か指摘する｡

ラクジュアリブランド1uxurybrandの典型としてLVMHの経営内容を吟味した｡正確には原表にあたってい

ただくが､事業分野別売上と経営成績は以下のごとくである｡

(EUR millon)

(EUR mlllon)

p/L面では､高粗利商品､低回転､高額な販売費､低い管理費､また､ B/S面では､高い無形固定資産投資､

あまり高くない自己資本比率という特徴をみいだした｡ LⅧは掲記の表のようにファッションのみならず革

製品･宝石･時計そして酒類事業を手hがけ手いるから､かならずしもアパレル事業の特徴とはいえないが､

ラクジュアリブランド1uxury brandないし感性訴求商品というくくりでその経営を見るならば､注目に値し

ょぅ｡ことに､ M&Aをくりかえしてきたとはいえ､固定資産等(INVESTMENT ANDOT肥R ASSETS)の約半分が

無形固定資産であること､それが全資産の1/3になること､それでいて自己資本比率が1/3程度であること

は､事実上､ BlandやGoodWillを担保にして金を貸している(供給している)ことを意味している｡これは､

長続きするかどうかは別にして､注目に値する｡

この点で､日本のアパレルと比較すると､つぎのようなことが指摘できるのではないかと一郎はれる｡

1 :日本のアパレル(製造卸)は､販売費一般管理費のうち､上代に占める一般管理費が､ LV狐よりもはる

かに高いのではないれ2 : LⅧの消費者は商品に占める無形固定資産を買っているとすると､日本のアパ

レル製品の消費者は商品に占める一般管理費を買っている｡ 3 :これがblandのなかみの差であるといえない

であろうか｡

展望
前掲3 ｢これがblandのなかみの差｣とするなら､新業態-の追及は､実は究存企業のような販売費一般管

理費の構図からの脱却という点で新味があるのであって､いわばリストラ的な性格をもっていることになる｡

これらの諸点は､あらためて仮説として設定され､翌期-と続く｡
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